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１．建設リサイクル法の目的

特定の建設資材について分別解体等及び再資源化等の実施

解体工事業者について登録制度を実施

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」

資源の有効利用の確保及び廃棄物の適正な処理

生活環境の保全及び国民経済の健全な発展



１．建設リサイクル法の目的

特定建設資材とは・・・

①その再資源化が資源の有効利用及び廃棄物の減量に大きく寄与するもの

②再資源化技術が確立・普及しており、再資源化の経済性の面における制約

が著しくないこと（義務付けが過度の負担にならない）

コンクリート

コンクリート及び鉄から成る建設資材（プレキャスト鉄筋コンクリート製品など）

木材（伐採材・伐根材、剪定枝葉等は建設資材ではないため該当しない）

アスファルト・コンクリート



２．建設リサイクル法の概要

対象建設工事の種類 規模の基準

建築物の解体工事 床面積の合計 ８０㎡

建築物の新築・増築工事 床面積の合計 ５００㎡

建築物の修繕・模様替等工事（リフォーム等） 請負代金の額※ １億円

建築物以外の工作物の工事（土木工事等） 請負代金の額※ ５００万円

（２）対象建設工事（法第９条第１項、政令第２条）

※ 請負代金の額には消費税を含む。

解体工事：建築物のうち、構造耐力上主要な部分の全部または一部を取壊す工事

新築工事：更地に新たに建築物等を建てる工事

増築工事：同一敷地内において、既存建築物等の床面積を増加させる工事

修繕・模様替等工事：解体、新築、増築の工事に該当しないもの（建築物の一部を

解体する工事であっても、構造耐力上主要な部分の解体を行
わない工事については、修繕・模様替等工事として取り扱う）



２．建設リサイクル法の概要

届出義務違反等には罰則規定が適用される場合があります

建設リサイクル法の手続きの流れ

県知事
（高松市長）

４完了報告

変更命令

３届出

１説明
※

受注者（解体工事をされる方）
（建設業許可又は解体工事業登録が必要）

・分別解体等､再資源化等の実施
・現場における標識の掲示

・技術管理者による施工の管理

助
言

命
令

勧
告

発注者

２契約
※

※県土木部発注の工事については、
「１説明」及び「２契約」時に提出する建設リ
サイクル法に関する書類を、電子契約の有
無に関わらず、R6年度から電子メール等で
提出することが可能となります。



３．建設リサイクル法とアスベスト

吹付け石綿その他の対象建築物等に用いられた特定建設資材に付着したもの
の有無の調査その他対象建築物等に関する調査を行うこと。

付着物の除去その他の工事着手前における特定建設資材に係る分別解体等
の適正な実施を確保するための措置を講ずること。

特定建設資材

・コンクリート

・コンクリート及び鉄から成る建設資材（プレキャスト鉄筋コンクリート製品など）

・木材（伐採材・伐根材、剪定枝葉等は建設資材ではないため該当しない）

・アスファルト・コンクリート

石綿含有建材は特定建設資材ではない。

分別解体等・再資源化等の実施義務はないが・・・

分別解体等の施工方法に関する基準（施行規則第２条）



３．建設リサイクル法とフロン

①解体する建物において業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器の有無を事前確認し、そ
の結果を書面で発注者に説明。（その書面の写しを3年間保存）

②フロン類の回収を充填回収業者に依頼。（工事の発注者から充填回収業者へのフ
ロン類引き渡しを受託した場合）

③フロン類が回収されていることを確認し、廃棄物・リサイクル業者に機器を引き渡す。

フロン排出抑制法の対象となる機器
業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器のうち、フロン類が使われているもの

・店舗用エアコン ・ビル用マルチエアコン

・業務用冷凍冷蔵庫

・冷凍冷蔵用ショーケース 等

建設・解体業者がやるべきこと



４．（参考）PCB（ポリ塩化ビフェニル）

①解体しようとする建物において、以下のサイトに掲載される「PCBの確
認方法」により、対象物の有無について確認を行う。

https://www.pref.kagawa.lg.jp/junkan/pcb/kakunin.html

②対象物が確認された場合は、各種手続きに基づき処分、管理を行う。

https://www.pref.kagawa.lg.jp/junkan/pcb/skfog4170316155521.html

【PCB（ポリ塩化ビフェニル）】

電気機器用の絶縁油に使用されていたが、人体や環境に影響を及ぼすことが
判明し、昭和47年に製造禁止となった物質

（使用事例）

・昭和52年（1977年3月）以前に建てられた事業用建物（工場、ビル等）

・蛍光灯安定器 ・水銀灯安定器 等

建設・解体業者がやるべきこと

【窓口】 香川県環境森林部循環型社会推進課

高松市環境局環境指導課（事業場が高松市内の場合）



届出別表（R3改正あり）



香川県建設リサイクル法ホームページ 窓口一覧

建設リサイクル法に係る届出窓口一覧

香川県建設リサイクルホームページに掲載されている。
https://www.pref.kagawa.lg.jp/gijutsukikaku/recycle/kensetsu.html


